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令和 8年熊本地震に伴う県内施設の現状のご報告 

 

令和 8年 7月 28 日の地震発生以降、全国の関係団体、各都道府県協会、会員施設の皆様から、多く

のお見舞いと支援のお申し出をいただいております。熊本県内の被災施設にお心を寄せていただいてい

ることに、本協会を代表して深く感謝申し上げます。また、このたびの地震により亡くなられた方々に

謹んで哀悼の意を表するとともに、被災された皆様に心よりお見舞い申し上げます。 

県内では現在も、断水、建物の損傷、通信障害、道路事情の悪化などが続いております。本協会の会

員施設においても、建物の亀裂や損壊、停電、断水などの被害が確認され、一部の施設では、これまで

使用していた建物での生活を続けることが難しくなっています。 

そのような施設では、地域の防災センターや法人内の安全な場所を活用し、利用者の生活の場を確保

しています。環境の変化や余震により不安が強くなっている利用者もおられ、職員も自らや家族が被災

する中で支援を続けています。一部の施設では、利用者の骨折なども確認されていますが、現在のとこ

ろ、利用者及び職員の生命に関わる被害は報告されておりません。 

発災直後から、県内の会員施設が備蓄していた飲料水、食料、衛生用品、燃料などを持ち寄り、被害

の大きい施設への供給を行ってきました。県外の関係施設からも多くの物資をお寄せいただき、順次、

必要とする施設へ届けています。皆様のご協力により、当面必要となる飲料水や食料については、少し

ずつ確保できる状況になりつつあります。 

一方、断水が長期化している地域では、飲料水だけでなく、トイレ、入浴、洗濯、清掃などに使用す

る生活用水も不足しています。多くの利用者が生活する入所施設では、衛生環境を維持するために大量

の水が必要であり、職員の負担も大きくなっています。今後は、生活用水の確保に加え、被害を受けた

建物の片付けや修繕、事業再開に向けた環境整備、疲労が蓄積している施設への人的支援など、継続的

な対応が必要になると考えています。 

本協会では、県内施設から寄せられる情報を集約し、必要な支援が必要な場所へ届くよう、物資の受

入れと配送の調整を進めています。また、日本知的障害者福祉協会、全国社会福祉協議会をはじめとす

る関係団体・関係機関とも情報を共有し、今後の支援体制について協議しております。被災した施設が

孤立することのないよう、県内施設が互いに支え合いながら、この困難を乗り越えられるよう取り組ん

でまいります。 

今後、物資の提供や人的派遣など、具体的なご協力をお願いすることもあるかと存じます。引き続

き、熊本県内の被災施設と、そこで生活する利用者、支援を続ける職員にお心を寄せていただきますよ

う、お願い申し上げます。 

 


